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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第９期
第２四半期
連結累計期間

第10期
第２四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 82,804 89,543 182,049

経常利益 (百万円) 1,926 2,798 4,779

四半期(当期)純利益 (百万円) 972 1,336 1,766

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 668 1,176 1,747

純資産額 (百万円) 29,465 31,338 30,557

総資産額 (百万円) 122,608 128,090 133,176

１株当たり四半期(当期)純利益金
額

(円) 9.40 13.02 15.38

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 6.56 8.65 11.51

自己資本比率 (％) 24.0 24.4 22.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,796 △1,339 △3,157

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 91 △147 561

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 182 △1,551 △3,075

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 26,317 26,075 29,302

　

回次
第９期
第２四半期
連結会計期間

第10期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.40 13.07

(注)  １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

    いない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

ある。

　
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、復興需要等を背景に底堅い動きも見られたが、鉱

工業生産が減少に転じ、また、企業収益や業況判断も頭打ちになるなど、厳しさが増した。今後について

も、補正予算や金融緩和等の政策効果が期待される反面、欧州金融不安の再燃や新興国の景気減速、国内

電力供給問題の長期化等により、景気が下振れするリスクが高まっている。

当社グループの主たる事業である建設産業においては、被災地域の災害廃棄物処理業務や除染事業等、

復旧・復興関連事業が本格化し、政府建設投資も堅調に推移しているが、国内の民間建設投資は低調であ

り、また、建設技能労働者の人手不足が深刻化するなど、依然厳しい経営環境が続いている。

こうした状況のもと、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高895億円（前年同四

半期828億円、前年同四半期比8.1％増加）、営業利益34億円（前年同四半期27億円、前年同四半期比

28.7％増加）、経常利益27億円（前年同四半期19億円、前年同四半期比45.2％増加）、四半期純利益は13

億円（前年同四半期は９億円、前年同四半期比37.5％増加）となった。

セグメントの業績は、次のとおりである。

(土木事業)

受注高は426億円（前年同四半期比36.7％の増加）、完成工事高は446億円（前年同四半期比

26.9％の増加）、営業利益は44億円（前年同四半期比79.7％の増加）となった。

(建築事業)

受注高は468億円（前年同四半期比0.8％の減少）、完成工事高は361億円（前年同四半期比9.1％

の減少）、営業損失は７億円（前年同四半期は６億円の営業利益）となった。

(グループ事業)

売上高は84億円（前年同四半期比13.1％の増加）、営業利益は４億円（前年同四半期比129.5％の

増加）となった。

(その他)

売上高は３億円（前年同四半期比18.5％の減少）、営業利益は41百万円（前年同四半期比44.1％

の増加）となった。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当社グループの資金状況は、現金及び現金同等物の当連結会計年度の期末残高が期首残高と比較して

32億円減少し、260億円となった。各キャッシュ・フローの状況及び要因は次のとおりである。

営業活動によるキャッシュ・フローは、13億円の資金減少（前年同四半期は87億円の資金減少）と

なった。税金等調整前四半期純利益25億円、売上債権の減少35億円や未成工事受入金の増加34億円などの

資金増加要因があったものの、仕入債務の減少76億円、未払消費税等の減少30億円などの資金減少要因が

上回ったことによる。

  投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得支出などにより、１億円の資金減少（前年同四

半期は0.9億円の資金増加）となった。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、15億円の資金減少（前年同四半期は１億円の資金増加）と

なった。借入金の返済による支出等による資金減少要因が、借入による収入等による資金増加要因を上

回ったことによる。
　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はない。
　

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発への投資総額は約６億円である。この中には、社外からの

受託研究に係る費用約66百万円が含まれている。
　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの本業である建設産業は、景気動向の影響を比較的受けやすい傾向にある。

景気は一部に持ち直しの動きが見られるものの、世界景気の減速、円高やデフレ等の影響により厳しさを

増しており、設備投資や住宅投資の回復テンポは鈍く民間建設投資は総じて低調に推移している。また、

欧州金融不安の再燃や新興国の景気減速、国内電力供給問題の長期化等により、景気が下振れするリスク

が高まっており、民間建設投資の減少が懸念される。一方、政府建設投資は、復旧・復興関連予算の執行に

よって、堅調に推移するものと予想される。供給面からは、建設技能労働者の人手不足が深刻化しており、

建設コストの上昇が懸念される。

当第２四半期連結累計期間における提出会社単体ベースの完成工事高のうち、国内官庁工事の割合は

35.3％を占めており、公共事業投資が大幅に削減された場合には、当社グループの業績に影響を与える要

因となる。

また、当第２四半期連結累計期間における連結売上高に対する海外売上高は11.3％を占めており、為替

相場の急激な変動や進出国の政情・経済状況の変化によっては、当社グループの業績に影響を与える可

能性がある。
　

(6) 戦略的現状と見通し

建設市場は、復旧・復興関連予算による政府建設投資の底上げ効果が見込まれるものの、景気悪化に伴

う民間建設投資の減少、受注競争の一層の激化、労務費の高騰による建設コストの上昇等が懸念されるな

ど、厳しい状況が続いている。

　当社は、このような事業環境のもと、土木、建築、海外の各事業を柱として、「ハザマ第４次中期計画」に

基づき、

　○ 間接部門の効率化・簡素化を徹底

　○ 最前線の現場と営業に経営資源を集中投入

　○ 取組から完成迄の工事管理を徹底

を骨子とした諸施策を展開している。

　また、東日本大震災被災地域での復旧・復興関連事業が本格化しており、顧客ニーズを的確に把握し、機

動的に諸施策に反映していく。
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(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

政府建設投資に底堅い動きがみられるものの、民間建設投資の低迷が長期深刻化しており、厳しい受注

環境が続いている。

  受注競争も、価格競争、技術競争がより一段と激しくなっており、また、建設技能労働者の人手不足によ

る建設コスト上昇によって収益が大幅に圧迫されている。

  このような経営環境に対処すべく、平成24年５月24日、安藤建設株式会社との間に、事業規模の拡大と

経営の合理化・効率化等を図り、収益力を強化することを目的に合併契約を締結した。本合併の目的を果

たし、最大限の成果が得られるように、合併に向けての諸課題について、安藤建設株式会社と連携し、当社

の総力を挙げて対処していく。

  また、東日本大震災が建設投資や顧客ニーズに与える影響等を的確に把握し、復旧・復興に向けた取り

組みと合わせて、機動的に諸施策に反映することで、建設産業の一員としての責任と役割を果たしてい

く。

　
(8) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数（就業人員数）に著しい変動

はない。

　
(9) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績に著しい変動はない。

　
(10)主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について重要

な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 397,250,000

第Ⅰ種優先株式 750,000

第Ⅱ種優先株式 875,000

第Ⅲ種優先株式 875,000

第Ⅳ種優先株式 250,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計
期間末現在
発行数(株)

(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 101,744,903101,744,903
東京証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式
単元株式数は100株

第Ⅰ種優先株式 (注)２ 750,000 750,000 ―
(注)３  ※１
単元株式数は100株

第Ⅱ種優先株式 (注)２ 797,788 797,788 ―
(注)３  ※２
単元株式数は100株

第Ⅲ種優先株式 (注)２ 875,000 875,000 ―
(注)３  ※３
単元株式数は100株

第Ⅳ種優先株式 (注)２ 250,000 250,000 ―
(注)３  ※４
単元株式数は100株

計 104,417,691104,417,691― ―

(注)  １．上記株式に関して、会社法第322条第２項に規定する定款の定めはない。

２．第Ⅰ種、第Ⅱ種、第Ⅲ種及び第Ⅳ種優先株式は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に該当する。

３．第Ⅰ種、第Ⅱ種、第Ⅲ種及び第Ⅳ種優先株式の内容については、剰余金の配当が普通株式に優先すること等の

理由から株主総会において議決権を有しないこととなっている。また、当社の普通株式の株価を基準として

取得価額が修正され、取得と引換えに交付する普通株式数が変動する。行使価額修正条項の内容は、※１、※

２、※３、※４のとおりである。なお、当社の決定による第Ⅰ種、第Ⅱ種、第Ⅲ種及び第Ⅳ種優先株式の全部の

取得を可能とする旨の条項はない。また、権利の行使に関する事項ならびに株券の売買に関する事項につい

ての所有者との間の取決めはない。
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※１、※２、※３  第Ⅰ種、第Ⅱ種及び第Ⅲ種優先株式は、現物出資（借入金の株式化）によって発行されている。

※１  第Ⅰ種優先株式の内容は次のとおりである。

(1) 単元株式数は100株である。

(2) 優先配当金

①  第Ⅰ種優先配当金

当会社は、剰余金の配当を行うときは、第Ⅰ種優先株式を有する株主（以下「第Ⅰ種優先株主」という。）また

は第Ⅰ種優先株式の登録株式質権者（以下「第Ⅰ種優先登録質権者」という。）に対し、普通株式を有する株

主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先

立ち、第Ⅰ種優先株式１株につき下記②に定める額の剰余金（以下「第Ⅰ種優先配当金」という。）を支払う。

②  優先配当金の額

１株あたりの第Ⅰ種優先配当金の額は、第Ⅰ種優先株式の発行価額（4,000円）に、それぞれの事業年度毎に下

記の配当年率（以下「第Ⅰ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額とする。ただし、初年度の第Ⅰ種優

先配当金については、配当起算日から事業年度の最終日までの日数（初日および最終日を含む。）で日割り計

算した額とする。

第Ⅰ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結果が

400円を超える場合は、第Ⅰ種優先配当金の額は400円とする。

第Ⅰ種優先配当年率は、平成15年12月25日以降、次回配当年率修正日（下記に定義される。）の前日までの各事

業年度について、下記算式により計算される年率とする。

    第Ⅰ種優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR（１年物） ＋ 1.500％

第Ⅰ種優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

「配当年率修正日」は、平成15年12月25日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は前営業日を

配当年率修正日とする。

「日本円TIBOR（１年物）」とは、平成15年12月25日または各配当年率修正日において、午前11時における日本

円１年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって

公表される数値を指すものとする。日本円TIBOR（１年物）が公表されていなければ、同日（当日が銀行休業日

の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手

レート（ユーロ円LIBOR１年物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値または

これに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（１年物）に代えて用いるものとする。

③  非累積条項

ある事業年度において第Ⅰ種優先株主または第Ⅰ種優先登録質権者に対して支払う剰余金の配当の額が第Ⅰ

種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

④  非参加条項

第Ⅰ種優先株主または第Ⅰ種優先登録質権者に対しては、第Ⅰ種優先配当金を超えて剰余金の配当を行わな

い。

(3) 残余財産の分配

当会社の残余財産の分配をするときは、第Ⅰ種優先株主または第Ⅰ種優先登録質権者に対し、普通株主または普

通登録質権者に先立ち、第Ⅰ種優先株式１株につき4,000円を支払う。第Ⅰ種優先株主または第Ⅰ種優先登録質権

者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。

(4) 議決権

第Ⅰ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。これは既存株主への影響を考慮したためである。

(5) 募集株式の割当て

当会社は、法令の定める場合を除き、第Ⅰ種優先株式について株式の併合または分割を行わない。また、第Ⅰ種優

先株主に対し、募集株式の割当てを受ける権利もしくは募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また、株

式無償割当てもしくは新株予約権無償割当ては行わない。

(6) 普通株式を対価とする取得請求権

①  取得を請求し得べき期間

第Ⅰ種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成20年12月25日から平成35年12月24日までとする。

②  取得の条件

第Ⅰ種優先株主は、上記①の期間中、１株につき下記(イ)ないし(ハ)に定める取得価額により、当会社に対し

て、当会社の普通株式の交付と引き換えに第Ⅰ種優先株式を取得することを請求することができる。

(イ)当初取得価額

当初取得価額は、平成16年１月１日に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その円位未満小数

第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。
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(ロ)取得価額の修正

取得価額は、平成21年10月１日以降平成35年10月１日まで、毎年10月１日（以下それぞれ「取得価額修正

日」という。）に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期

間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数は除く。）に修正される（修正後取得価額は円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算定期間内に、下記(ハ)で定める取得価額の調整事由

が生じた場合には、当該平均値は、下記(ハ)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。）。ただし、

上記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(ハ)により調整される。）の75％に相当する

金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下「下限取得価額」という。ただ

し、下記(ハ)により調整される。）を下回る場合には下限取得価額をもって、また、修正後取得価額が当初取

得価額（ただし、下記(ハ)により調整される。）を上回る場合には当初取得価額（ただし、下記(ハ)により調

整される。）をもって修正後取得価額とする。

(ハ)取得価額の調整

a.  第Ⅰ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式（以下「取得価額

調整式」という。）により調整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を切り上げる。

　

　 　
既発行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額 　

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
１株あたりの時価 　

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

　

(ⅰ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（自己株式を処分

する場合を含む。）、調整後取得価額は、払込みの翌日以降、または募集のための基準日がある場合はそ

の日の翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は取得価額調整式における「新規発行普通

株式数」に算入される。

(ⅱ) 株式の分割（無償割当てを含む。）により普通株式を発行する場合、調整後取得価額は、株式の分割の

ための基準日の翌日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金の額を増加すること

を条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、

当該剰余金の額を減少して資本金の額を増加することの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株

式の分割のための基準日とする場合には、調整後取得価額は、当該剰余金の額を減少して資本金の額を

増加することの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。

(ⅲ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交

付を請求することができる株式または権利行使により交付される普通株式１株あたりの払込金額（た

だし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の額の

合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調整式に使用する時価

を下回ることとなる新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合、調整後取得価額は、その証

券（権利）の発行日に、または募集のための基準日がある場合はその日の終わりに、発行される証券

（権利）の全額が取得またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降

またはその基準日の翌日以降これを適用する。以後の調整においては、かかるみなし株式数は、実際に

当該取得または新株予約権の行使がなされた結果発行された株式数を上回る限りにおいて、既発行の

普通株式数に算入される（下記(ⅳ)も同様とする。）。

(ⅳ) 当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求することができる株式または新株予約権を行

使できる証券（権利）であって、取得価額または新株予約権の行使価額が発行日に決定されておらず

発行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行し

た場合において、決定された取得価額または権利行使により発行される普通株式１株あたりの払込金

額（ただし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産

の額の合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調整式に使用す

る時価を下回る場合、調整後取得価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券（権利）の全額が取得

またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。

b.  上記ａに掲げる場合のほか、合併、資本金の額の減少または普通株式の併合等により取得価額の調整を必

要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額により変更される。
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c.  取得価額調整式に使用する１株あたりの時価は、調整後取得価額を適用する日（ただし、上記ａ(ⅱ)ただ

し書きの場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、

その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記45取引日の間に、上

記ａまたはｂで定める取得価額の調整事由が生じた場合には、取得価額調整式で使用する時価（当該平均

値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。

d.  取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得価額と

し、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、または、基準日がな

い場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数とする。なお、

処分される自己株式の数は取得価額調整式に使用する既発行普通株式数からは控除される。

e.  取得価額調整式に使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

(ⅰ) 上記ａ(ⅰ)の時価を下回る払込金額をもって募集株式の発行等をする場合には、当該払込金額（金銭

以外の財産による払込みの場合にはその適正な評価額）

(ⅱ) 上記ａ(ⅱ)の株式の分割により普通株式を発行する場合は０円

(ⅲ) 上記ａ(ⅲ)の時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求する

ことができる株式またはａ(ⅲ)で定める内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を交付する場合

は、当該取得価額または当該新株予約権の行使により交付される普通株式１株あたりの払込金額（た

だし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の額の

合計額の普通株式１株当たりの額により算定されるものとする。）

(ⅳ) 上記ａ(ⅳ)の場合は、価額決定日に決定された取得価額または新株予約権の行使により交付される普

通株式１株あたりの払込金額（ただし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行

使に際して出資される財産の額の合計額の普通株式１株当たりの額により算定されるものとする。）

③  取得請求により交付すべき普通株式数

第Ⅰ種優先株式の取得請求により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

　

取得請求により交付

すべき普通株式数
=

第Ⅰ種優先株主が取得請求のために提出した第Ⅰ種優先株式の発行価額の総額

取得価額

　

取得請求により交付すべき普通株式数の算出にあたっては、１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

る。

④  取得請求により交付する株式の内容

当会社普通株式

⑤  取得請求受付場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

⑥  取得効力の発生

取得の効力は、取得請求書が上記⑤に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生する。

⑦  取得請求による普通株式の交付後第１回目の配当

第Ⅰ種優先株式の取得請求により交付された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、取得請求または下記

(7)に記載する一斉取得がなされたときに属する事業年度の始めにおいて取得があったものとみなしてこれを

支払う。

(7) 第Ⅰ種優先株式の一斉取得

取得を請求し得べき期間中取得請求のなかった第Ⅰ種優先株式は、同期間の末日の翌日（以下「一斉取得日」と

いう。）をもって、当会社が当該株式の全部を取得するのと引き換えに、第Ⅰ種優先株主に対し、第Ⅰ種優先株式

１株の払込金相当額を、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数は除く。以下「一斉取

得価額」という。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位ま

で算出し、その小数第１位を切り上げる。

この場合、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合には下限取得価額をもって、また、一斉取得価額が上限取得

価額を上回る場合には上限取得価額をもって一斉取得価額とする。上限取得価額とは、当初取得価額に等しい金

額（ただし、上記(6)②(ハ)により調整される。）をいう。

前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法に定める株式併合の場合に準じ

てこれを取扱う。

(8) 優先順位

当会社の発行する各種の優先株式の優先配当金ならびに残余財産の分配の支払順位は、第Ⅲ種累積未払配当金を

除き同順位とする。
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(9) 種類株主総会の決議

定数において、会社法第322条第２項に関する定めはない。
　

※２  第Ⅱ種優先株式の内容は次のとおりである。

(1) 単元株式数は100株である。

(2) 優先配当金

①  第Ⅱ種優先配当金

当会社は、剰余金の配当を行うときは、第Ⅱ種優先株式を有する株主（以下「第Ⅱ種優先株主」という。）また

は第Ⅱ種優先株式の登録株式質権者（以下「第Ⅱ種優先登録質権者」という。）に対し、普通株式を有する株

主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先

立ち、第Ⅱ種優先株式１株につき下記②に定める額の剰余金（以下「第Ⅱ種優先配当金」という。）を支払う。

②  優先配当金の額

１株あたりの第Ⅱ種優先配当金の額は、第Ⅱ種優先株式の発行価額（4,000円）に、それぞれの事業年度毎に下

記の配当年率（以下「第Ⅱ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額とする。ただし、初年度の第Ⅱ種優

先配当金については、配当起算日から事業年度の最終日までの日数（初日および最終日を含む。）で日割り計

算した額とする。

第Ⅱ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結果が

400円を超える場合は、第Ⅱ種優先配当金の額は400円とする。

第Ⅱ種優先配当年率は、平成15年12月25日以降、次回配当年率修正日（下記に定義される。）の前日までの各事

業年度について、下記算式により計算される年率とする。

    第Ⅱ種優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR（１年物） ＋ 1.750％

第Ⅱ種優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

「配当年率修正日」は、平成15年12月25日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は前営業日を

配当年率修正日とする。

「日本円TIBOR（１年物）」とは、平成15年12月25日または各配当年率修正日において、午前11時における日本

円１年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって

公表される数値を指すものとする。日本円TIBOR（１年物）が公表されていなければ、同日（当日が銀行休業日

の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手

レート（ユーロ円LIBOR１年物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値または

これに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（１年物）に代えて用いるものとする。

③  非累積条項

ある事業年度において第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録質権者に対して支払う剰余金の配当の額が第Ⅱ

種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

④  非参加条項

第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録質権者に対しては、第Ⅱ種優先配当金を超えて剰余金の配当を行わな

い。

(3) 残余財産の分配

当会社の残余財産の分配をするときは、第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録質権者に対し、普通株主または普

通登録質権者に先立ち、第Ⅱ種優先株式１株につき4,000円を支払う。第Ⅱ種優先株主または第Ⅱ種優先登録質権

者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。

(4) 議決権

第Ⅱ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。これは既存株主への影響を考慮したためである。

(5) 募集株式の割当て

当会社は、法令に定める場合を除き、第Ⅱ種優先株式について株式の併合または分割を行わない。また、第Ⅱ種優

先株主に対し、募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式

無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

(6) 普通株式を対価とする取得請求権

①  取得を請求し得べき期間

第Ⅱ種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成22年12月25日から平成37年12月24日までとする。

②  取得の条件

第Ⅱ種優先株主は、上記①の期間中、１株につき下記(イ)ないし(ハ)に定める取得価額により、当会社に対し

て、当会社の普通株式の交付と引き換えに第Ⅱ種優先株式を取得することを請求することができる。

(イ)当初取得価額

当初取得価額は、平成16年１月１日に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その円位未満小数

第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。
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(ロ)取得価額の修正

取得価額は、平成23年10月１日以降平成37年10月１日まで、毎年10月１日（以下それぞれ「取得価額修正

日」という。）に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期

間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数は除く。）に修正される（修正後取得価額は円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算定期間内に、下記(ハ)で定める取得価額の調整事由

が生じた場合には、当該平均値は、下記(ハ)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。）。ただし、

上記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(ハ)により調整される。）の70％に相当する

金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下「下限取得価額」という。ただ

し、下記(ハ)により調整される。）を下回る場合には下限取得価額をもって、また、修正後取得価額が当初取

得価額（ただし、下記(ハ)により調整される。）を上回る場合には当初取得価額（ただし、下記(ハ)により調

整される。）をもって修正後取得価額とする。

(ハ)取得価額の調整

a.  第Ⅱ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式（以下「取得価額

調整式」という。）により調整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を切り上げる。

　

　 　
既発行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額 　

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
１株あたりの時価 　

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

　

(ⅰ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（自己株式を処分

する場合を含む。）、調整後取得価額は、払込みの翌日以降、または募集のための基準日がある場合はそ

の日の翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は取得価額調整式における「新規発行普通

株式数」に算入される。

(ⅱ) 株式の分割（無償割当てを含む。）により普通株式を発行する場合、調整後取得価額は、株式の分割の

ための基準日の翌日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金の額を増加すること

を条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、

当該剰余金の額を減少して資本金の額を増加することの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株

式の分割のための基準日とする場合には、調整後取得価額は、当該剰余金の額を減少して資本金の額を

増加することの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。

(ⅲ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交

付を請求することができる株式または権利行使により交付される普通株式１株あたりの払込金額（た

だし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の額の

合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調整式に使用する時価

を下回ることとなる新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合、調整後取得価額は、その証

券（権利）の発行日に、または募集のための基準日がある場合はその日の終わりに、発行される証券

（権利）の全額が取得またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降

またはその基準日の翌日以降これを適用する。以後の調整においては、かかるみなし株式数は、実際に

当該取得または新株予約権の行使がなされた結果発行された株式数を上回る限りにおいて、既発行の

普通株式数に算入される（下記(ⅳ)も同様とする。）。

(ⅳ) 当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求することができる株式または新株予約権を行

使できる証券（権利）であって、取得価額または新株予約権の行使価額が発行日に決定されておらず

発行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行し

た場合において、決定された取得価額または権利行使により発行される普通株式１株あたりの払込金

額（ただし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産

の額の合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調整式に使用す

る時価を下回る場合、調整後取得価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券（権利）の全額が取得

またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。

b.  上記ａに掲げる場合のほか、合併、資本金の額の減少または普通株式の併合等により取得価額の調整を必

要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額により変更される。
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c.  取得価額調整式に使用する１株あたりの時価は、調整後取得価額を適用する日（ただし、上記ａ(ⅱ)ただ

し書きの場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数は除く。）とし、

その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記45取引日の間に、上

記ａまたはｂで定める取得価額の調整事由が生じた場合には、取得価額調整式で使用する時価（当該平均

値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。

d.  取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得価額と

し、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、または、基準日がな

い場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数とする。なお、

処分される自己株式の数は取得価額調整式に使用する既発行普通株式数からは控除される。

e.  取得価額調整式に使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

(ⅰ) 上記ａ(ⅰ)の時価を下回る払込金額をもって募集株式の発行等をする場合には、当該払込金額（金銭

以外の財産による払込みの場合にはその適正な評価額）

(ⅱ) 上記ａ(ⅱ)の株式の分割により普通株式を発行する場合は０円

(ⅲ) 上記ａ(ⅲ)の時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求する

ことができる株式またはａ(ⅲ)で定める内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を交付する場合

は、当該取得価額または当該新株予約権の行使により交付される普通株式１株あたりの払込金額（た

だし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の合計

額の普通株式１株当たりの額により算定されるものとする。）

(ⅳ) 上記ａ(ⅳ)の場合は、価額決定日に決定された取得価額または新株予約権の行使により交付される普

通株式１株あたりの払込金額（ただし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行

使に際して出資される財産の合計額の普通株式１株当たりの額により算定されるものとする。）

③  取得請求により交付すべき普通株式数

第Ⅱ種優先株式の取得請求により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

　

取得請求により交付

すべき普通株式数
=

第Ⅱ種優先株主が取得請求のために提出した第Ⅱ種優先株式の発行価額の総額

取得価額

　

取得請求により交付すべき普通株式数の算出にあたっては、１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

る。

④  取得請求により交付する株式の内容

当会社普通株式

⑤  取得請求受付場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

⑥  取得効力の発生

取得の効力は、取得請求書が上記⑤に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生する。

⑦  取得請求による普通株式の交付後第１回目の配当

第Ⅱ種優先株式の取得請求により交付された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、取得請求または下記

(7)に記載する一斉取得がなされたときに属する事業年度の始めにおいて取得があったものとみなしてこれを

支払う。

(7) 第Ⅱ種優先株式の一斉取得

取得を請求し得べき期間中取得請求のなかった第Ⅱ種優先株式は、同期間の末日の翌日（以下「一斉取得日」と

いう。）をもって、当会社が当該株式の全部を取得するのと引き換えに、第Ⅱ種優先株主に対し、第Ⅱ種優先株式

１株の払込金相当額を、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数は除く。以下「一斉取

得価額」という。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位ま

で算出し、その小数第１位を切り上げる。

この場合、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合には下限取得価額をもって、また、一斉取得価額が上限取得

価額を上回る場合には上限取得価額をもって一斉取得価額とする。上限取得価額とは、当初取得価額に等しい金

額（ただし、上記(6)②(ハ)により調整される。）をいう。

前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法に定める株式併合の場合に準じ

てこれを取扱う。

(8) 優先順位

当会社の発行する各種の優先株式の優先配当金ならびに残余財産の分配の支払順位は、第Ⅲ種累積未払配当金を

除き同順位とする。
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(9) 種類株主総会の決議

定数において、会社法第322条第２項に関する定めはない。

　

※３  第Ⅲ種優先株式の内容は次のとおりである。

(1) 単元株式数は100株である。

(2) 優先配当金

①  第Ⅲ種優先配当金

当会社は、剰余金の配当を行うときは、第Ⅲ種優先株式を有する株主（以下「第Ⅲ種優先株主」という。）また

は第Ⅲ種優先株式の登録株式質権者（以下「第Ⅲ種優先登録質権者」という。）に対し、普通株式を有する株

主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先

立ち、第Ⅲ種優先株式１株につき下記②に定める額の剰余金（以下「第Ⅲ種優先配当金」という。）を支払う。

②  優先配当金の額

１株あたりの第Ⅲ種優先配当金の額は、第Ⅲ種優先株式の発行価額（4,000円）に、それぞれの事業年度毎に下

記の配当年率（以下「第Ⅲ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額とする。ただし、初年度の第Ⅲ種優

先配当金については、配当起算日から事業年度の最終日までの日数（初日および最終日を含む。）で日割り計

算した額とする。

第Ⅲ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結果が

400円を超える場合は、第Ⅲ種優先配当金の額は400円とする。

第Ⅲ種優先配当年率は、平成15年12月25日以降、次回配当年率修正日（下記に定義される。）の前日までの各事

業年度について、下記算式により計算される年率とする。

    第Ⅲ種優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR（１年物） ＋ 2.000％

第Ⅲ種優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

「配当年率修正日」は、平成15年12月25日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は前営業日を

配当年率修正日とする。

「日本円TIBOR（１年物）」とは、平成15年12月25日または各配当年率修正日において、午前11時における日本

円１年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって

公表される数値を指すものとする。日本円TIBOR（１年物）が公表されていなければ、同日（当日が銀行休業日

の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手

レート（ユーロ円LIBOR１年物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値または

これに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（１年物）に代えて用いるものとする。

③  累積条項

ある事業年度において、第Ⅲ種優先株主または第Ⅲ種優先登録質権者に対して支払う剰余金の配当の額が第Ⅲ

種優先配当金の額に達しないときは、その不足額（以下「第Ⅲ種累積未払配当金」という。）は翌事業年度に

限り、第Ⅰ種ないし第Ⅳ種優先配当金および普通株主または普通登録質権者に対する剰余金の配当に先立っ

て、これを第Ⅲ種優先株主または第Ⅲ種優先登録質権者に対して支払う。

④  参加条項

第Ⅲ種優先配当金が支払われた後に残余利益があるときは、普通株主または普通登録質権者に対して、１株に

つき第Ⅲ種優先配当金と同額にいたるまで剰余金の配当を行うことができ、さらに残余について剰余金の配当

を行うときは、第Ⅲ種優先株主または第Ⅲ種優先登録質権者および普通株主または普通登録質権者に対し、１

株につき同等の金額を支払う。

(3) 残余財産の分配

当会社の残余財産の分配をするときは、第Ⅲ種優先株主または第Ⅲ種優先登録質権者に対し、普通株主または普

通登録質権者に先立ち、第Ⅲ種優先株式１株につき4,000円を支払う。第Ⅲ種優先株主または第Ⅲ種優先登録質権

者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。

(4) 議決権

第Ⅲ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。これは既存株主への影響を考慮したためである。

(5) 募集株式の割当て

当会社は、法令の定める場合を除き、第Ⅲ種優先株式について株式の併合または分割を行わない。また、第Ⅲ種優

先株主に対し、募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式

無償割当て若しくは新株予約権無償割当ては行わない。

(6) 普通株式を対価とする取得請求権

①  取得を請求し得べき期間

第Ⅲ種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成24年12月25日から平成39年12月24日までとする。
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②  取得の条件

第Ⅲ種優先株主は、上記①の期間中、１株につき下記(イ)ないし(ハ)に定める取得価額により、当会社に対し

て、当会社の普通株式の交付と引き換えに第Ⅲ種優先株式を取得することを請求することができる。

(イ)当初取得価額

当初取得価額は、平成16年１月１日に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その円位未満小数

第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。

(ロ)取得価額の修正

取得価額は、平成25年10月１日以降平成39年10月１日まで、毎年10月１日（以下それぞれ「取得価額修正

日」という。）に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期

間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数は除く。）に修正される（修正後取得価額は円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算定期間内に、下記(ハ)で定める取得価額の調整事由

が生じた場合には、当該平均値は、下記(ハ)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。）。ただし、

上記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(ハ)により調整される。）の70％に相当する

金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下「下限取得価額」という。ただ

し、下記(ハ)により調整される。）を下回る場合には下限取得価額をもって、また、修正後取得価額が当初取

得価額（ただし、下記(ハ)により調整される。）を上回る場合には当初取得価額（ただし、下記(ハ)により調

整される。）をもって修正後取得価額とする。

(ハ)取得価額の調整

a.  第Ⅲ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式（以下「取得価額

調整式」という。）により調整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を切り上げる。

　

　 　
既発行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額 　

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
１株あたりの時価 　

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

　

(ⅰ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（自己株式を処分

する場合を含む。）、調整後取得価額は、払込みの翌日以降、または募集のための基準日がある場合はそ

の日の翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は取得価額調整式における「新規発行普通

株式数」に算入される。

(ⅱ) 株式の分割（無償割当てを含む。）により普通株式を発行する場合、調整後取得価額は、株式の分割の

ための基準日の翌日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金の額を増加すること

を条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、

当該剰余金の額を減少して資本金の額を増加することの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株

式の分割のための基準日とする場合には、調整後取得価額は、当該剰余金の額を減少して資本金の額を

増加することの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。

(ⅲ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交

付を請求することができる株式または権利行使により交付される普通株式１株あたりの払込金額（た

だし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の額の

合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調整式に使用する時価

を下回ることとなる新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合、調整後取得価額は、その証

券（権利）の発行日に、または募集のための基準日がある場合はその日の終わりに、発行される証券

（権利）の全額が取得またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降

またはその基準日の翌日以降これを適用する。以後の調整においては、かかるみなし株式数は、実際に

当該取得または新株予約権の行使がなされた結果発行された株式数を上回る限りにおいて、既発行の

普通株式数に算入される（下記(ⅳ)も同様とする。）。
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(ⅳ) 当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求することができる株式または新株予約権を行

使できる証券（権利）であって、取得価額または新株予約権の行使価額が発行日に決定されておらず

発行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行し

た場合において、決定された取得価額または権利行使により発行される普通株式１株あたりの払込金

額（ただし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産

の額の合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調整式に使用す

る時価を下回る場合、調整後取得価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券（権利）の全額が取得

またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。

b.  上記ａに掲げる場合のほか、合併、資本金の額の減少または普通株式の併合等により取得価額の調整を必

要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額により変更される。

c.  取得価額調整式に使用する１株あたりの時価は、調整後取得価額を適用する日（ただし、上記ａ(ⅱ)ただ

し書きの場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、

その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記45取引日の間に、上

記ａまたはｂで定める取得価額の調整事由が生じた場合には、取得価額調整式で使用する時価（当該平均

値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。

d.  取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得価額と

し、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、または、基準日がな

い場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数とする。なお、

処分される自己株式の数は取得価額調整式に使用する既発行普通株式数からは控除される。

e.  取得価額調整式に使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

(ⅰ) 上記ａ(ⅰ)の時価を下回る払込金額をもって募集株式の発行等をする場合には、当該払込金額（金銭

以外の財産による払込みの場合にはその適正な評価額）

(ⅱ) 上記ａ(ⅱ)の株式の分割により普通株式を発行する場合は０円

(ⅲ) 上記ａ(ⅲ)の時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求する

ことができる株式またはａ(ⅲ)で定める内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を交付する場合

は、当該取得価額または当該新株予約権の行使により交付される普通株式１株あたりの払込金額（た

だし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の合計

額の普通株式１株当たりの額により算定されるものとする。）

(ⅳ) 上記ａ(ⅳ)の場合は、価額決定日に決定された取得価額または新株予約権の行使により交付される普

通株式１株あたりの払込金額（ただし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行

使に際して出資される財産の合計額の普通株式１株当たりの額により算定されるものとする。）

③  取得請求により交付すべき普通株式数

第Ⅲ種優先株式の取得請求により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

　

取得請求により交付

すべき普通株式数
=

第Ⅲ種優先株主が取得請求のために提出した第Ⅲ種優先株式の発行価額の総額

取得価額

　

取得請求により交付すべき普通株式数の算出にあたっては、１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

る。

④  取得請求により交付する株式の内容

当会社普通株式

⑤  取得請求受付場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

⑥  取得効力の発生

取得の効力は、取得請求書が上記⑤に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生する。

⑦  取得請求による普通株式の交付後第１回目の配当

第Ⅲ種優先株式の取得請求により交付された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、取得の請求または下記

(7)に記載する一斉取得がなされたときに属する事業年度の始めにおいて取得があったものとみなしてこれを

支払う。
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(7) 第Ⅲ種優先株式の一斉取得

取得を請求し得べき期間中取得請求のなかった第Ⅲ種優先株式は、同期間の末日の翌日（以下「一斉取得日」と

いう。）をもって、当会社が当該株式の全部を取得するのと引き換えに、第Ⅲ種優先株主に対し、第Ⅲ種優先株式

１株の払込金相当額を、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数は除く。以下「一斉取

得価額」という。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位ま

で算出し、その小数第１位を切り上げる。

この場合、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合には下限取得価額をもって、また、一斉取得価額が上限取得

価額を上回る場合には上限取得価額をもって一斉取得価額とする。上限取得価額とは、当初取得価額に等しい金

額（ただし、上記(6)②(ハ)により調整される。）をいう。

前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法に定める株式併合の場合に準じ

てこれを取扱う。

(8) 優先順位

当会社の発行する各種の優先株式の優先配当金ならびに残余財産の分配の支払順位は、第Ⅲ種累積未払配当金を

除き同順位とする。

(9) 種類株主総会の決議

定数において、会社法第322条第２項に関する定めはない。

　

※４  第Ⅳ種優先株式の内容は次のとおりである。

(1) 単元株式数は100株である。

(2) 優先配当金

①  第Ⅳ種優先配当金

当会社は、剰余金の配当を行うときは、第Ⅳ種優先株式を有する株主（以下「第Ⅳ種優先株主」という。）また

は第Ⅳ種優先株式の登録株式質権者（以下「第Ⅳ種優先登録質権者」という。）に対し、普通株式を有する株

主（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先

立ち、第Ⅳ種優先株式１株につき下記②に定める額の剰余金（以下「第Ⅳ種優先配当金」という。）を支払う。

②  優先配当金の額

１株あたりの第Ⅳ種優先配当金の額は、第Ⅳ種優先株式の発行価額（4,000円）に、それぞれの事業年度毎に下

記の配当年率（以下「第Ⅳ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額とする。ただし、初年度の第Ⅳ種優

先配当金については、配当起算日から事業年度の最終日までの日数（初日および最終日を含む。）で日割り計

算した額とする。

第Ⅳ種優先配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結果が

400円を超える場合は、第Ⅳ種優先配当金の額は400円とする。

第Ⅳ種優先配当年率は、平成15年12月25日以降、次回配当年率修正日（下記に定義される。）の前日までの各事

業年度について、下記算式により計算される年率とする。

    第Ⅳ種優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR（１年物） ＋ 1.875％

第Ⅳ種優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

「配当年率修正日」は、平成15年12月25日以降の毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は前営業日を

配当年率修正日とする。

「日本円TIBOR（１年物）」とは、平成15年12月25日または各配当年率修正日において、午前11時における日本

円１年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって

公表される数値を指すものとする。日本円TIBOR（１年物）が公表されていなければ、同日（当日が銀行休業日

の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手

レート（ユーロ円LIBOR１年物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値または

これに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（１年物）に代えて用いるものとする。

③  非累積条項

ある事業年度において第Ⅳ種優先株主または第Ⅳ種優先登録質権者に対して支払う剰余金の配当の額が第Ⅳ

種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

④  非参加条項

第Ⅳ種優先株主または第Ⅳ種優先登録質権者に対しては、第Ⅳ種優先配当金を超えて剰余金の配当を行わな

い。

(3) 残余財産の分配

当会社の残余財産の分配をするときは、第Ⅳ種優先株主または第Ⅳ種優先登録質権者に対し、普通株主または普

通登録質権者に先立ち、第Ⅳ種優先株式１株につき4,000円を支払う。第Ⅳ種優先株主または第Ⅳ種優先登録質権

者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。
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(4) 金銭を対価とする取得請求

①  取得請求額

第Ⅳ種優先株主は、当会社に対し平成16年８月１日以降、第Ⅳ種優先株式の一部または全部の金銭による取得

を請求することができる。

②  取得限度額

当会社は、上記①の請求がなされた場合に限り、毎年７月31日までの１年間に取得請求のあった第Ⅳ種優先株

式について、その直前の事業年度の株主資本等変動計算書における繰越利益剰余金の当期末残高（繰越利益剰

余金の当期末残高がマイナスの場合も含む）と「その他資本剰余金」の当期末残高の合計額（０円を下回る

場合には０円として計算する。）に本優先株式の取得を目的とした任意積立金の額（かかる任意積立金がない

場合には任意積立金の額は０円として計算する。）を加えた金額を上限として、毎年10月31日までに取得手続

を行うものとする。

③  取得の対価

当会社は、第Ⅳ種優先株主または第Ⅳ種優先登録質権者に対し、取得の対価として発行価額相当額を支払うも

のとする。

④  抽選その他の方法

上記①による取得請求の総額が、上記②に定める取得のための限度額を超える場合は、抽選その他の方法によ

り取得すべき第Ⅳ種優先株式を決定する。

(5) 議決権

第Ⅳ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。これは既存株主への影響を考慮したためである。

(6) 募集株式の割当て

当会社は、第Ⅳ種優先株式について、株式の併合または分割を行わない。また、第Ⅳ種優先株主に対し、第Ⅳ種優先

株式に関して、募集株式の割当てを受ける権利もしくは募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また、株

式無償割当てもしくは新株予約権無償割当ては行わない。

(7) 普通株式を対価とする取得請求権

①  取得を請求し得べき期間

第Ⅳ種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成20年12月25日から平成35年12月24日までとする。

②  取得の条件

第Ⅳ種優先株主は、上記①の期間中、１株につき下記(イ)ないし(ハ)に定める取得価額により、当会社に対し

て、当会社の普通株式の交付と引き換えに第Ⅳ種優先株式を取得することを請求することができる。

(イ)当初取得価額

当初取得価額は、平成16年１月１日に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式

の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その円位未満小数

第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。

(ロ)取得価額の修正

取得価額は、平成21年10月１日以降平成35年10月１日まで、毎年10月１日（以下それぞれ「取得価額修正

日」という。）に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期

間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数は除く。）に修正される（修正後取得価額は円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算定期間内に、下記(ハ)で定める取得価額の調整事由

が生じた場合には、当該平均値は、下記(ハ)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。）。ただし、

上記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(ハ)により調整される。）の75％に相当する

金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下「下限取得価額」という。ただ

し、下記(ハ)により調整される。）を下回る場合には下限取得価額をもって、また、修正後取得価額が当初取

得価額（ただし、下記(ハ)により調整される。）を上回る場合には当初取得価額（ただし、下記(ハ)により調

整される。）をもって修正後取得価額とする。

(ハ)取得価額の調整

a.  第Ⅳ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算式（以下「取得価額

調整式」という。）により調整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を切り上げる。

　

　 　
既発行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額 　

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
１株あたりの時価 　

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
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(ⅰ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（自己株式を処分

する場合を含む。）、調整後取得価額は、払込みの翌日以降、または募集のための基準日がある場合はそ

の日の翌日以降これを適用する。処分される自己株式の数は取得価額調整式における「新規発行普通

株式数」に算入される。

(ⅱ) 株式の分割（無償割当てを含む。）により普通株式を発行する場合、調整後取得価額は、株式の分割の

ための基準日の翌日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金の額を増加すること

を条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、

当該剰余金の額を減少して資本金の額を増加することの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株

式の分割のための基準日とする場合には、調整後取得価額は、当該剰余金の額を減少して資本金の額を

増加することの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。

(ⅲ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交

付を請求することができる株式または権利行使により交付される普通株式１株あたりの払込金額（た

だし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の額の

合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調整式に使用する時価

を下回ることとなる新株予約権を行使できる証券（権利）を発行する場合、調整後取得価額は、その証

券（権利）の発行日に、または募集のための基準日がある場合はその日の終わりに、発行される証券

（権利）の全額が取得またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降

またはその基準日の翌日以降これを適用する。以後の調整においては、かかるみなし株式数は、実際に

当該取得または新株予約権の行使がなされた結果発行された株式数を上回る限りにおいて、既発行の

普通株式数に算入される（下記(ⅳ)も同様とする。）。

(ⅳ) 当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求することができる株式または新株予約権を行

使できる証券（権利）であって、取得価額または新株予約権の行使価額が発行日に決定されておらず

発行日以降の一定の日（以下「価額決定日」という。）の時価を基準として決定されるものを発行し

た場合において、決定された取得価額または権利行使により発行される普通株式１株あたりの払込金

額（ただし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産

の額の合計額の普通株式１株当たりの額により算出されるものとする。）が取得価額調整式に使用す

る時価を下回る場合、調整後取得価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券（権利）の全額が取得

またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。

b.  上記ａに掲げる場合のほか、合併、資本金の額の減少または普通株式の併合等により取得価額の調整を必

要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額により変更される。

c.  取得価額調整式に使用する１株あたりの時価は、調整後取得価額を適用する日（ただし、上記ａ(ⅱ)ただ

し書きの場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、

その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記45取引日の間に、上

記ａまたはｂで定める取得価額の調整事由が生じた場合には、取得価額調整式で使用する時価（当該平均

値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。

d.  取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日において有効な取得価額と

し、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、または、基準日がな

い場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数とする。なお、

処分される自己株式の数は取得価額調整式に使用する既発行普通株式数からは控除される。

e.  取得価額調整式に使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

(ⅰ) 上記ａ(ⅰ)の時価を下回る払込金額をもって募集株式の発行等をする場合には、当該払込金額（金銭

以外の財産による払込みの場合にはその適正な評価額）

(ⅱ) 上記ａ(ⅱ)の株式の分割により普通株式を発行する場合は０円

(ⅲ) 上記ａ(ⅲ)の時価を下回る価額をもって当会社が取得するのと引き換えに普通株式の交付を請求する

ことができる株式またはａ(ⅲ)で定める内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を交付する場合

は、当該取得価額または当該新株予約権の行使により交付される普通株式１株あたりの払込金額（た

だし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行使に際して出資される財産の合計

額の普通株式１株当たりの額により算定されるものとする。）

(ⅳ) 上記ａ(ⅳ)の場合は、価額決定日に決定された取得価額または新株予約権の行使により交付される普

通株式１株あたりの払込金額（ただし、当該払込金額は当該募集新株予約権の払込金額およびその行

使に際して出資される財産の合計額の普通株式１株当たりの額により算定されるものとする。）
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③  取得請求により交付すべき普通株式数

第Ⅳ種優先株式の取得請求により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

　

取得請求により交付

すべき普通株式数
=

第Ⅳ種優先株主が取得請求のために提出した第Ⅳ種優先株式の発行価額の総額

取得価額

　

取得請求により交付すべき普通株式数の算出にあたっては、１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て

る。

④  取得請求により交付する株式の内容

当会社普通株式

⑤  取得請求受付場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

⑥  取得の効力の発生

取得の効力は、取得請求書が上記⑤に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生する。

⑦  取得請求による普通株式の交付後第１回目の配当

第Ⅳ種優先株式の取得請求により交付された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、取得請求または下記

(8)に記載する一斉取得がなされたときに属する事業年度の始めにおいて取得があったものとみなしてこれを

支払う。

(8) 第Ⅳ種優先株式の一斉取得

取得を請求し得べき期間中取得請求のなかった第Ⅳ種優先株式は、同期間の末日の翌日（以下「一斉取得日」と

いう。）をもって、当会社が当該株式の全部を取得するのと引き換えに、第Ⅳ種優先株主に対し、第Ⅳ種優先株式

１株の払込金相当額を、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数は除く。以下「一斉取

得価額」という。）で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位ま

で算出し、その小数第１位を切り上げる。

この場合、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合には下限取得価額をもって、また、一斉取得価額が上限取得

価額を上回る場合には上限取得価額をもって一斉取得価額とする。上限取得価額とは、当初取得価額に等しい金

額（ただし、上記(7)②(ハ)により調整される。）をいう。

前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法に定める株式併合の場合に準じ

てこれを取扱う。

(9) 優先順位

当会社の発行する各種の優先株式の優先配当金ならびに残余財産の分配の支払順位は、第Ⅲ種累積未払配当金を

除き同順位とする。

(10)種類株主総会の決議

定数において、会社法第322条第２項に関する定めはない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当第２四半期会計期間において、第Ⅱ種優先株式に係る取得請求権が以下のとおり行使されている。

　
第２四半期会計期間

(平成24年７月１日から
平成24年９月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等の数（個）

77,212

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 1,744,903

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 177

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） ―

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使
価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）

77,212

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）

1,744,903

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）

177

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付
新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）

―

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年７月１日～
平成24年９月30日
（注）

1,667 104,417 ― 12,000 ― 3,000

(注) 第Ⅱ種優先株式の請求権行使による増加及び、自己株式（優先株式）の消却による減少である。
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(6) 【大株主の状況】

①所有株式

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社  ※

東京都中央区晴海一丁目８番11号 13,605 13.03

安藤建設株式会社 東京都港区芝浦三丁目12番８号 10,250 9.82

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 5,923 5.67

ハザマグループ取引先持株会 東京都港区虎ノ門二丁目２番５号 4,318 4.14

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社  ※

東京都港区浜松町二丁目11番３号 4,286 4.10

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 3,310 3.17

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 2,548 2.44

ハザマグループ従業員持株会 東京都港区虎ノ門二丁目２番５号 1,984 1.90

西武建設株式会社 東京都豊島区南池袋一丁目16番15号 1,190 1.14

株式会社間組 東京都港区虎ノ門二丁目２番５号 1,016 0.97

計 ― 48,432 46.38

　

　なお、所有株式に係る議決権の多い順上位10名は、以下のとおりである。
平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権
数に対する
所有議決権数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社  ※

東京都中央区晴海一丁目８番11号 136,052 13.53

安藤建設株式会社 東京都港区芝浦三丁目12番８号 100,000 9.94

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 44,066 4.38

ハザマグループ取引先持株会 東京都港区虎ノ門二丁目２番５号 43,183 4.29

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社  ※

東京都港区浜松町二丁目11番３号 42,860 4.26

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 25,481 2.53

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 24,047 2.39

ハザマグループ従業員持株会 東京都港区虎ノ門二丁目２番５号 19,849 1.97

西武建設株式会社 東京都豊島区南池袋一丁目16番15号 11,900 1.18

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 7,454 0.74

計 ― 454,892 45.22

(注)  ※  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社および日本マスタートラスト信託銀行株式会社については、信

託業務に係る株式数を把握していない。
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②第Ⅰ種優先株式

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 375 50.00

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 375 50.00

計 ― 750 100.00

　

③第Ⅱ種優先株式

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 392 49.18

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 405 50.82

計 ― 797 100.00

　

④第Ⅲ種優先株式

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 750 85.71

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 125 14.29

計 ― 875 100.00

　

⑤第Ⅳ種優先株式

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

安藤建設株式会社 東京都港区芝浦三丁目12番８号 250 100.00

計 ― 250 100.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式

　

第Ⅰ種優先株式 750,000

第Ⅱ種優先株式 797,700

第Ⅲ種優先株式 875,000

第Ⅳ種優先株式 250,000
　

―
「１(1)②発行済株式」の
「内容」の記載を参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,016,000

―
株主としての権利内容に制限の
ない、標準となる株式

完全議決権株式(その他) ※１普通株式 100,584,8001,005,848 同上

単元未満株式 ※２
普通株式
第Ⅱ種優先株式

144,103
88

―
「１(1)②発行済株式」の
「内容」の記載を参照

発行済株式総数 104,417,691― ―

総株主の議決権 ― 1,005,848 ―

※１「完全議決権株式(その他)」欄には株式会社証券保管振替機構名義の株式が19,900株（議決権 199個）含まれてい

る。

※２「単元未満株式」欄には、自己株式81株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社間組

東京都港区虎ノ門
二丁目２番５号

1,016,000― 1,016,0000.97

計 ― 1,016,000― 1,016,0000.97

（注）当第２四半期会計期間末（平成24年９月30日）における自己株式数は1,016,081株（発行済株式総数に対する所有

株式数の割合は0.97％）である。

　
２ 【役員の状況】

該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載して

いる。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 29,302 26,092

受取手形・完成工事未収入金等 ※
 50,397

※
 46,827

未成工事支出金 7,112 6,984

繰延税金資産 3,259 3,253

その他 10,670 13,128

貸倒引当金 △304 △275

流動資産合計 100,439 96,010

固定資産

有形固定資産

土地 13,292 13,292

その他（純額） 5,640 5,495

有形固定資産合計 18,933 18,788

無形固定資産 253 275

投資その他の資産

投資有価証券 5,634 5,214

繰延税金資産 2,638 2,638

その他 5,424 5,294

貸倒引当金 △146 △130

投資その他の資産合計 13,551 13,016

固定資産合計 32,737 32,080

資産合計 133,176 128,090
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 53,480 45,854

短期借入金 14,029 11,687

未成工事受入金 8,826 12,228

完成工事補償引当金 237 228

賞与引当金 207 257

工事損失引当金 1,789 1,577

災害修繕損失引当金 105 －

その他 11,100 10,863

流動負債合計 89,776 82,697

固定負債

長期借入金 4,392 5,593

退職給付引当金 8,072 8,106

環境対策引当金 286 284

その他 92 70

固定負債合計 12,842 14,054

負債合計 102,619 96,751

純資産の部

株主資本

資本金 12,000 12,000

資本剰余金 9,004 9,003

利益剰余金 9,766 10,707

自己株式 △111 △105

株主資本合計 30,658 31,606

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △146 △306

その他の包括利益累計額合計 △146 △306

新株予約権 44 38

純資産合計 30,557 31,338

負債純資産合計 133,176 128,090
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高

完成工事高 76,456 82,602

その他の事業売上高 6,348 6,941

売上高合計 82,804 89,543

売上原価

完成工事原価 69,716 74,803

その他の事業売上原価 5,752 6,344

売上原価合計 75,468 81,147

売上総利益

完成工事総利益 6,740 7,798

その他の事業総利益 595 597

売上総利益合計 7,336 8,396

販売費及び一般管理費 ※
 4,616

※
 4,896

営業利益 2,719 3,499

営業外収益

受取配当金 34 35

受取保険金及び配当金 － 44

その他 18 76

営業外収益合計 52 156

営業外費用

支払利息 349 292

為替差損 389 444

その他 107 120

営業外費用合計 845 858

経常利益 1,926 2,798

特別利益

災害修繕損失引当金戻入額 － 40

その他 63 5

特別利益合計 63 46

特別損失

災害損失 26 －

投資有価証券評価損 5 264

その他 65 75

特別損失合計 97 339

税金等調整前四半期純利益 1,893 2,505

法人税等 920 1,168

少数株主損益調整前四半期純利益 972 1,336

四半期純利益 972 1,336
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 972 1,336

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △302 △160

繰延ヘッジ損益 △1 －

その他の包括利益合計 △303 △160

四半期包括利益 668 1,176

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 668 1,176

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,893 2,505

減価償却費 313 265

貸倒引当金の増減額（△は減少） △79 △43

退職給付引当金の増減額（△は減少） 432 34

受取利息及び受取配当金 △42 △42

支払利息 349 292

為替差損益（△は益） 183 189

投資有価証券評価損益（△は益） 5 264

有形固定資産売却損益（△は益） △52 △3

災害修繕損失引当金の増減額（△は減少） △7 △105

環境対策引当金の増減額（△は減少） － △2

売上債権の増減額（△は増加） 8,435 3,570

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,772 128

立替金の増減額（△は増加） 3,028 △1,246

仕入債務の増減額（△は減少） △15,786 △7,625

未成工事受入金の増減額（△は減少） △165 3,401

預り金の増減額（△は減少） △1,508 △193

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,348 △3,019

その他 △988 901

小計 △8,109 △727

利息及び配当金の受取額 48 52

利息の支払額 △377 △309

法人税等の支払額 △357 △354

営業活動によるキャッシュ・フロー △8,796 △1,339

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △18 △4

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 21 2

有形固定資産の取得による支出 △88 △135

有形固定資産の売却による収入 31 4

貸付けによる支出 △1 △0

貸付金の回収による収入 5 10

その他 141 △24

投資活動によるキャッシュ・フロー 91 △147

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 950 △1,840

長期借入れによる収入 3,233 5,985

長期借入金の返済による支出 △3,725 △5,285

配当金の支払額 △259 △395

その他 △16 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー 182 △1,551

現金及び現金同等物に係る換算差額 △182 △189

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,704 △3,227

現金及び現金同等物の期首残高 35,021 29,302

現金及び現金同等物の四半期末残高 26,317 26,075
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【会計方針の変更等】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。

これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微

である。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

税金費用の計算 税金費用の算定については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて算定している。

　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

（安藤建設株式会社との合併契約について）

当社は、平成24年５月24日開催の当社取締役会において、安藤建設株式会社（以下「安藤建設」といい、当社と併

せて「両社」という。）との間で、両社が対等の精神に基づき経営統合することを定めた合併契約を締結すること

を決議し、同日付で同契約を締結した。

  なお、同契約については、平成24年７月20日開催の当社臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会において

承認可決された。また、第Ⅰ種優先株主乃至第Ⅳ種優先株主による書面同意が得られたことから承認可決があった

とみなされた。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  ※  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれている。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 111百万円 36百万円

　

（四半期連結損益計算書関係）

  ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

　
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
    至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
    至  平成24年９月30日）

従業員給与手当
退職給付費用

1,894百万円
288

2,018百万円
213
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

　
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
    至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
    至  平成24年９月30日）

現金及び預金
預入期間が３か月を超える定期預金

26,317百万円
―

26,092百万円
△17

現金及び現金同等物 26,317百万円 26,075百万円

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

第Ⅰ種
優先株式

利益
剰余金

62 83.28平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年６月29日
定時株主総会

第Ⅱ種
優先株式

利益
剰余金

81 93.28平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年６月29日
定時株主総会

第Ⅲ種
優先株式

利益
剰余金

90 103.28平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年６月29日
定時株主総会

第Ⅳ種
優先株式

利益
剰余金

24 98.28平成23年３月31日 平成23年６月30日

　 合計 　 259
  

　
　

　

  (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの
　

該当事項なし。

　

当第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式
利益
剰余金

148 1.50平成24年３月31日 平成24年６月29日

平成24年６月28日
定時株主総会

第Ⅰ種
優先株式

利益
剰余金

59 78.80平成24年３月31日 平成24年６月29日

平成24年６月28日
定時株主総会

第Ⅱ種
優先株式

利益
剰余金

77 88.80平成24年３月31日 平成24年６月29日

平成24年６月28日
定時株主総会

第Ⅲ種
優先株式

利益
剰余金

86 98.80平成24年３月31日 平成24年６月29日

平成24年６月28日
定時株主総会

第Ⅳ種
優先株式

利益
剰余金

23 93.80平成24年３月31日 平成24年６月29日

　 合計 　 395　
 

　
　

　

  (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの
　

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)土木事業 建築事業

グループ
事業

合計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 35,17739,7577,45882,394 410 82,804 ― 82,804

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 12,58512,585 0 12,585△12,585 ―

計 35,17739,75720,04394,979 410 95,389△12,58582,804

セグメント利益 2,477 642 213 3,332 28 3,361△641 2,719

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、調査・研究受託業務等を含んで

いる。

２  セグメント利益の調整額△641百万円には、セグメント間取引消去及びその他26百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△668百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費である。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

　

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)土木事業 建築事業

グループ
事業

合計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 44,62336,1478,43889,209 334 89,543 ― 89,543

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 0 12,68212,682 0 12,683△12,683 ―

計 44,62336,14821,120101,892335102,227△12,68389,543

セグメント利益
又は損失(△)

4,451△779 489 4,161 41 4,203△703 3,499

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、調査・研究受託業務等を含んでい

る。

２  セグメント利益又は損失(△)の調整額△703百万円には、セグメント間取引消去及びその他27百万円及び各報

告セグメントに配分していない全社費用△731百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費である。

３  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

　

EDINET提出書類

株式会社間組(E00317)

四半期報告書

33/37



　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額(円) 9.40 13.02

（算定上の基礎） 　 　

   四半期純利益(百万円) 972 1,336

   普通株主に帰属しない金額(百万円) 43 43

(うち第Ⅲ種優先株式(累積型配当優先株式)に
係る優先株式配当額（第２四半期累計期間に
係る要支払額)(百万円)）

(43) (43)

   普通株式に係る四半期純利益(百万円) 929 1,293

   普通株式の期中平均株式数(千株) 98,793 99,346

(2)潜在株式調整後
   １株当たり四半期純利益金額（円）

6.56 8.65

（算定上の基礎） 　 　

   四半期純利益調整額(百万円） 43 43

(うち第Ⅲ種優先株式(累積型配当優先株式)に
係る優先株式配当額（第２四半期累計期間に
係る要支払額)(百万円)）

(43) (43)

   普通株式増加数(千株) 49,351 55,134

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった
潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

― ―

　
(重要な後発事象)

該当事項なし。 
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２【その他】

重要な訴訟事件等

  提出日現在、提出会社を含む多数の建設会社を被告とする全国トンネルじん肺訴訟が、全国11地方裁判

所に提訴され審理中である。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成24年11月９日

株式会社間組

取締役会　御中
　

有限責任 あずさ監査法人
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐 野      裕    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    髙 尾   英 明    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社間組の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成24年７月１日から平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から

平成24年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社間組及び連結子会社の平成24年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

強調事項

  追加情報に記載されているとおり、会社は平成24年５月24日に安藤建設株式会社との合併契約を締結した。

また、同契約については、平成24年７月20日開催の臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会において承

認可決された。

  当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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